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新型炉部会セッション 

SFR 安全標準炉に求められる技術開発の状況 
Status of technology development recommended for safety standard demonstration reactor of SFR 

（3）ナノ粒子分散ナトリウム技術 

(3) Nanoparticle suspension sodium technology 
＊荒 邦章 1 

1原子力機構 
 
1. 緒言 
 ナトリウムは冷却材としての優れた伝熱特性を持っているが、その一方で空気（酸素）や水に触れると激

しく反応するという弱点（高い化学的活性度）がある。現在は、これらナトリウムの弱点に対して「急激な

化学反応が起こる」ことを前提にして、予め対策設備を付けたり機器の設計を工夫して安全なプラントを実

現している。このような状況を考えると、新しい技術によってナトリウムの弱点を克服できれば、懸念され

るナトリウムの漏えい火災や水との反応などに対して、より安全なシステムを作り上げることが可能となる。

そこで、報告者らはこれまでに培ってきた液体金属技術と先進的なナノテクノロジを融合して、ナトリウム

自身の化学的活性度を抑制するという革新的なアイデアを創出（特許技術）した。以降、原子力機構と三菱

重工（含む三菱 FBR システムズ）は大学等と連携して、原理検証、反応抑制のメカニズムの解明をはじめと

して、反応抑制効果の実証ならびに実炉への適用性評価を進めてきた。 
2. ナノ粒子分散ナトリウム技術 

(1)ナノ粒子分散ナトリウム（以下、ナノ流体という）技術の概念は、アルカリ金属のナトリウムと電気陰性

度の高い金属ナノ粒子(遷移金属が候補)を組合せることによって、ナノ粒子表層において有意な電荷移行

(反応熱量低減、粒子間凝集抑制)および原子間結合力(蒸気圧低下による反応速度緩和)が生じることを利

用する (1)。ナトリウム原子とナノ粒子金属原子との原子間相互作用に関わる理論推定および検証実験によ

り、原子間結合に基づく反応速度緩和や反応熱量低減等の抑制効果を確認するとともに反応抑制やナノ粒

子の安定分散への寄与が明らかになっている (2),(3)。 

(2)その特徴は、ナノ粒子を微細化することによりナトリウム原子と接する面積を拡大し同時に分散量を制限

できるので反応抑制効果と伝熱流動性を両立しうることにある (1)。これまでの研究から推定分散量 1～

2vol%(粒子径 10～30nm)程度の条件にて適用の見通しが得られている。 

3. ナノ流体の反応抑制効果（ナトリウムの化学的活性度抑制効果）の評価 
高速炉のナトリウムに起因する事故事象を対象にナノ流体の適用効果の評価を行ってきた。事故影響の抑

制効果の把握を目的として、実炉の現象を模擬した小規模な試験およびその知見を基にした実炉の予測評価

を行った。また、１F 事故以降は安全強化要求に応える観点から、従来の設計基準事故を超えるような厳しい

事象を想定した条件における抑制効果を評価した。 

3-1. ナトリウム漏えい燃焼火災への抑制効果 (4),(5) 
(1)配管等の冷却材バウンダリからのナトリウム漏えいを想定し、事象を模擬した試験を実施して抑制効果

を把握している。漏えいナトリウムの燃焼温度の低減、燃焼プールの床面（鋼製ライナー）温度の低減、発

生エアロゾル量の低減など事象推移毎に顕著な抑制効果が確認されている。加えてナノ粒子分散の副次的

な効果として、ナトリウムの弱点とされるアルカリに固有の溶融塩型腐食に対する著しい抑制効果（ライナ

ーの貫通破損排除）、燃焼反応が途中で停止する自己終息効果（燃焼の早期停止）等がそのメカニズムとと

もに明らかになっている。また、ライナーが貫通破損に至った場合を想定したナトリウム‐コンクリート反

応の試験・評価を行っており、コンクリートの加熱源となるナトリウムの燃焼温度低減によってコンクリー

トからの放出水量が抑制され且つ放出された水との反応により発生する水素量は顕著に抑制されることが

確認されている。また、事故発生後の対応においても、ナトリウム自身の活性度が抑制されていることから、
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燃焼火災の消火が比較的容易になり、復旧時には再着火の懸念が大幅に減少することが確認されている。 

(2)また、安全強化への対応の観点から、従来の設計基準を超える厳しい事故条件に至った場合の抑制効果の

評価を進めた。ナトリウム温度をより高温（～650 ℃）にした条件等で試験を行いナノ流体の抑制効果が持

続することが確認されている。上記(1)を含めて試験結果の例を図１に示す。特筆すべきは、ナトリウムが

高温になると蒸気圧変化に起因してその影響（燃焼温度）が大幅に拡大（上昇）するが、ナノ流体は沸点に

至るまで反応抑制を生み出す原子間相互作用が安定に機能するため厳しい事故条件になるほど抑制効果が

顕著に現れる。また、大規模漏えいを想定すると燃焼反応の自己終息効果により燃焼が早期に停止するの

で、漏えい規模によらず影響（被害）は限定されることが確認されている。 

 
3-2. 蒸気発生器伝熱管破損によるナトリウム−水反応への抑制効果 (6),(7)  

(1) 蒸気発生器(SG)伝熱管破損事故を対象にナノ流体の反応抑制効果を把握するため、ナノ流体の物性測定

や実炉の反応様相を模擬した小規模な試験による反応ジェットの温度低減効果の把握とともに、それらの

知見を反映したナノ流体適用による実炉ナトリウム‐水反応の影響の予測（反応ジェット温度解析、伝熱管

の破損伝播解析）を行った。結果の例を図 2 に示す。これらよりナノ流体の反応最高温度が大幅に低減され

高温ラプチャーやウェステージによる破損伝播および損傷範囲を大幅に抑制可能であるとの見通しが得ら

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 1．ナトリウム漏えい火災事故時のナノ流体の適用効果（反応抑制）の実験結果例 

図 3．伝熱管破損時に水ブロー機能喪失を重ねた
厳しい想定におけるナノ流体の適用効果
（発生圧力）の予測例 

 

図 2．SG 伝熱管破損時のナトリウム‐水反応における
ナノ流体の適用効果（温度低下）の予測例 
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(2)また、安全強化に向けて、より厳しい事故条件に至った場合の抑制効果の評価の観点から、従来の設計基

準の想定を超える事象として伝熱管破損時の影響拡大防止策となる水ブロー弁の多重故障（水ブロー機能

完全喪失）を想定した予測評価を行った。その結果、水ブロー機能の完全喪失時にも、ナノ流体の適用によ

り破損伝播の進展速度とその規模を大幅に低減でき、発生圧力も大幅に抑制されることから（図 3）、懸念

される IHX の 1 次/2 次バウンダリの健全性および格納機能を維持できる見通しが得られている。なお、破

損伝播が発生する時刻が大幅に遅延し、水リークが長時間継続することとなるが、十分な時間的余裕が見込

まれ、事故終息のためのアクシデントマネージメント策としてブロー弁の手動開操作が可能となる見通し

が得られた。 

4. ナノ流体の冷却材としての適用性評価 
ナノ流体の適用で想定すべき懸念事項を、実炉の設計、運転、保守・補修に至る広範な視点から抽出し、基

礎物性・特性の測定、反応試験、諸特性

（分散したナノ粒子の安定性、伝熱流動

性への影響、計測機器等への影響、補修

や事故後の復旧等への影響）などについ

て主として基礎的試験を実施して課題

の把握を試みた（図４）。その結果、ナノ

流体成立性を阻害するような要因は認

められなかったが、開発の段階毎の継続

的な評価が必要との観点から、今後、規

模を拡大した工学的実証試験を行って

評価、検証を行うことを計画している。 
5. ナノ流体製造技術の開発 (8) 

ナノ流体は新たに創出された技術であり、

適合しうる製造技術は存在せず独自に開発を進めた。先ず、反応抑制メカニズムの基となる原子間相互作用

に適合するナノ粒子条件の理論検討および基礎実験等を経て、その要件（粒子径 10nm 級、表層無酸化、均一

化）を把握した。一般に、ナノ粒子製造法は液相法と気相法に大別されるが、無酸化要件の観点から気相法

（蒸発金属の急冷によるナノ粒子生成手法）を開発に取り組んだ。現在までに前述要件を満たす粒子製造技

術（原料蒸発法、粒子径制御手法およびその取扱に関わる基本技術とその装置設計に必要な知見）を取得し

て要件を達成（最小径 4.7nm まで制御可を実証）するとともに実用化に備えた知見の整備・蓄積を図ってい

る。これと並行して製造したナノ粒子のナトリウム中への分散技術開発を進め、ナノ流体の試作を可能とし

物性測定や反応抑制効果評価用のナノ流体試料を試作、供試している。一方、ナノ粒子製造と分散技術の関

係は、粒子微細化に伴って凝集力が著しく増大するため、粒子の製造技術の進展の段階毎にその進化に適合

する分散技術の開発を行って実用化に備えている。 

6. 結言 
ナトリウム自身の化学的活性度を抑制制御しうる技術として、ナトリウム中のナノ粒子表層で生じる原子間

相互作用に着眼した新たな技術開発に取り組み、基礎基盤知見の整備ともに高速炉への適用性評価を進めて

きた。その結果、発案当時に想定した抑制効果（反応速度緩和、反応熱量低減）に加えて、反応の自己終息

効果やアルカリ固有の特殊な反応（溶融塩型腐食）の回避効果などの機能を有することもわかってきた。こ

れらの効果は液相状態において（沸点まで）安定に作用するので、今後要求が増大する安全強化に対して、

厳しい事故条件で懸念される事故影響の拡大に対して、より効果的対策として応用されることを期待する。

ナノ流体はナトリウムの潜在的危険性（化学的活性度）を低減する技術あり、事故影響の抑制、早期の復旧

など求められる実用化要件に有効なポテンシャルを有している。今後、実用化に向けてナノ流体技術の成立

に必要な基盤技術開発（製造技術高度化、基礎知見拡充）を進めるとともに工学規模による実証試験を実施

し、反応抑制効果の検証および冷却材として適用性の確認などを行う必要がある。 

本研究は、特別会計に関する法律(エネルギー対策特別会計)に基づく文部科学省からの受託事業として、 

図 4．ナノ流体の冷却材としての適用性評価 
（適用性確認実施項目） 
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日本原子力研究開発機構が実施した平成 17 ～28年度のナノ粒子分散ナトリウムに関わる研究成果が含まれ

る。 

なお、本稿は 2020 春予稿からの転載である。 
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